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第一章  総則 

第一節  通則 

(目的等) 

第一条  この法律は、独立行政法人の運営の

基本その他の制度の基本となる共通の事項

を定め、各独立行政法人の名称、目的、業

務の範囲等に関する事項を定める法律(以

下「個別法」という。)と相まって、独立行

政法人制度の確立並びに独立行政法人が公

共上の見地から行う事務及び事業の確実な

実施を図り、もって国民生活の安定及び社

会経済の健全な発展に資することを目的と

する。 

２  各独立行政法人の組織、運営及び管理に

ついては、個別法に定めるもののほか、こ

の法律の定めるところによる。 

(定義) 

第二条  この法律において「独立行政法人」

とは、国民生活及び社会経済の安定等の公

共上の見地から確実に実施されることが必

要な事務及び事業であって、国が自ら主体

となって直接に実施する必要のないものの

うち、民間の主体にゆだねた場合には必ず

しも実施されないおそれがあるもの又は一

の主体に独占して行わせることが必要であ

るものを効率的かつ効果的に行わせること

を目的として、この法律及び個別法の定め

るところにより設立される法人をいう。 

２  この法律において「特定独立行政法人」

とは、独立行政法人のうち、その業務の停

滞が国民生活又は社会経済の安定に直接か

つ著しい支障を及ぼすと認められるものそ

の他当該独立行政法人の目的、業務の性質

等を総合的に勘案して、その役員及び職員

に国家公務員の身分を与えることが必要と

認められるものとして個別法で定めるもの

をいう。 

(業務の公共性、透明性及び自主性) 

第三条  独立行政法人は、その行う事務及び

事業が国民生活及び社会経済の安定等の公

共上の見地から確実に実施されることが必

要なものであることにかんがみ、適正かつ

効率的にその業務を運営するよう努めなけ

ればならない。 

２  独立行政法人は、この法律の定めるとこ

ろによりその業務の内容を公表すること等

を通じて、その組織及び運営の状況を国民

に明らかにするよう努めなければならない。 

３  この法律及び個別法の運用に当たっては、

独立行政法人の業務運営における自主性は、

十分配慮されなければならない。 

(名称) 

第四条  各独立行政法人の名称は、個別法で 

定める。 

(目的) 

第五条  各独立行政法人の目的は、第二条第 

一項の目的の範囲内で、個別法で定める。 

(法人格) 

第六条  独立行政法人は、法人とする。 

(事務所) 

第七条  各独立行政法人は、主たる事務所を

個別法で定める地に置く。 



２  独立行政法人は、必要な地に従たる事務

所を置くことができる。 

(財産的基礎) 

第八条  独立行政法人は、その業務を確実に

実施するために必要な資本金その他の財産

的基礎を有しなければならない。 

２  政府は、その業務を確実に実施させるた

めに必要があると認めるときは、個別法で

定めるところにより、各独立行政法人に出

資することができる。 

(登記) 

第九条  独立行政法人は、政令で定めるとこ

ろにより、登記しなければならない。 

２  前項の規定により登記しなければならな

い事項は、登記の後でなければ、これをも

って第三者に対抗することができない。 

(名称の使用制限) 

第十条  独立行政法人でない者は、その名称

中に、独立行政法人という文字を用いては

ならない。 

(民法の準用) 

第十一条  民法(明治二十九年法律第八十九

号)第四十四条及び第五十条の規定は、独立

行政法人について準用する。 

 

第二節  独立行政法人評価委員会 

(独立行政法人評価委員会) 

第十二条  独立行政法人の主務省(当該独立

行政法人を所管する内閣府又は各省をいう。

以下同じ。)に、その所管に係る独立行政法

人に関する事務を処理させるため、独立行

政法人評価委員会(以下「評価委員会」とい

う。)を置く。 

２  評価委員会は、次に掲げる事務をつかさ

どる。 

一  独立行政法人の業務の実績に関する評

価に関すること。 

二  その他この法律又は個別法によりその

権限に属させられた事項を処理すること。 

３  前項に定めるもののほか、評価委員会の

組織、所掌事務及び委員その他の職員その

他評価委員会に関し必要な事項については、

政令で定める。 

 

第三節  設立 

(設立の手続) 

第十三条  各独立行政法人の設立に関する手

続については、個別法に特別の定めがある

場合を除くほか、この節の定めるところに

よる。 

(法人の長及び監事となるべき者) 

第十四条  主務大臣は、独立行政法人の長(以

下「法人の長」という。)となるべき者及び

監事となるべき者を指名する。 

２  前項の規定により指名された法人の長又

は監事となるべき者は、独立行政法人の成

立の時において、この法律の規定により、

それぞれ法人の長又は監事に任命されたも

のとする。 

３  第二十条第一項の規定は、第一項の法人

の長となるべき者の指名について準用する。 

(設立委員) 

第十五条  主務大臣は、設立委員を命じて、

独立行政法人の設立に関する事務を処理さ

せる。 

２  設立委員は、独立行政法人の設立の準備

を完了したときは、遅滞なく、その旨を主

務大臣に届け出るとともに、その事務を前

条第一項の規定により指名された法人の長

となるべき者に引き継がなければならない。 

(設立の登記) 

第十六条  第十四条第一項の規定により指名

された法人の長となるべき者は、前条第二

項の規定による事務の引継ぎを受けたとき

は、遅滞なく、政令で定めるところにより、

設立の登記をしなければならない。 

第十七条  独立行政法人は、設立の登記をす

ることによって成立する。 

 

第二章  役員及び職員 

(役員) 

第十八条  各独立行政法人に、個別法で定め

るところにより、役員として、法人の長一

人及び監事を置く。 

２  各独立行政法人には、前項に規定する役

員のほか、個別法で定めるところにより、

他の役員を置くことができる。 

３  各独立行政法人の法人の長の名称、前項

に規定する役員の名称及び定数並びに監事

の定数は、個別法で定める。 

(役員の職務及び権限) 

第十九条  法人の長は、独立行政法人を代表

し、その業務を総理する。 

２  個別法で定める役員(法人の長を除く。)



は、法人の長の定めるところにより、法人

の長に事故があるときはその職務を代理し、

法人の長が欠員のときはその職務を行う。 

３  前条第二項の規定により置かれる役員の

職務及び権限は、個別法で定める。 

４  監事は、独立行政法人の業務を監査する。 

５  監事は、監査の結果に基づき、必要があ

ると認めるときは、法人の長又は主務大臣

に意見を提出することができる。 

(役員の任命) 

第二十条  法人の長は、次に掲げる者のうち

から、主務大臣が任命する。 

一  当該独立行政法人が行う事務及び事業

に関して高度な知識及び経験を有する者 

二  前号に掲げる者のほか、当該独立行政

法人が行う事務及び事業を適正かつ効率

的に運営することができる者 

２  監事は、主務大臣が任命する。 

３  第十八条第二項の規定により置かれる役

員は、第一項各号に掲げる者のうちから、

法人の長が任命する。 

４  法人の長は、前項の規定により役員を任

命したときは、遅滞なく、主務大臣に届け

出るとともに、これを公表しなければなら

ない。 

(役員の任期) 

第二十一条  役員の任期は、個別法で定める。

ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２  役員は、再任されることができる。 

(役員の欠格条項) 

第二十二条  政府又は地方公共団体の職員

(非常勤の者を除く。)は、役員となることが

できない。 

(役員の解任) 

第二十三条  主務大臣又は法人の長は、それ

ぞれその任命に係る役員が前条の規定によ

り役員となることができない者に該当する

に至ったときは、その役員を解任しなけれ

ばならない。 

２  主務大臣又は法人の長は、それぞれその

任命に係る役員が次の各号の一に該当する

とき、その他役員たるに適しないと認める

ときは、その役員を解任することができる。 

一  心身の故障のため職務の遂行に堪えな

いと認められるとき。 

二  職務上の義務違反があるとき。 

３  前項に規定するもののほか、主務大臣又

は法人の長は、それぞれその任命に係る役

員(監事を除く。)の職務の執行が適当でな

いため当該独立行政法人の業務の実績が悪

化した場合であって、その役員に引き続き

当該職務を行わせることが適切でないと認

めるときは、その役員を解任することがで

きる。 

４  法人の長は、前二項の規定によりその任

命に係る役員を解任したときは、遅滞なく、

主務大臣に届け出るとともに、これを公表

しなければならない。 

(代表権の制限) 

第二十四条  独立行政法人と法人の長その他

の代表権を有する役員との利益が相反する事

項については、これらの者は、代表権を有し

ない。この場合には、監事が当該独立行政法

人を代表する。 

(代理人の選任) 

第二十五条  法人の長その他の代表権を有す

る役員は、当該独立行政法人の代表権を有し

ない役員又は職員のうちから、当該独立行政

法人の業務の一部に関し一切の裁判上又は裁

判外の行為をする権限を有する代理人を選任

することができる。 

(職員の任命) 

第二十六条  独立行政法人の職員は、法人の

長が任命する。 

 

第三章  業務運営 

第一節  業務 

(業務の範囲) 

第二十七条  各独立行政法人の業務の範囲は、

個別法で定める。 

(業務方法書) 

第二十八条  独立行政法人は、業務開始の際、

業務方法書を作成し、主務大臣の認可を受

けなければならない。これを変更しようと

するときも、同様とする。 

２  前項の業務方法書に記載すべき事項は、

主務省令(当該独立行政法人を所管する内

閣府又は各省の内閣府令又は省令をいう。

以下同じ。)で定める。 

３  主務大臣は、第一項の認可をしようとす

るときは、あらかじめ、評価委員会の意見

を聴かなければならない。 

４  独立行政法人は、第一項の認可を受けた



ときは、遅滞なく、その業務方法書を公表

しなければならない。 

 

第二節  中期目標等 

(中期目標) 

第二十九条  主務大臣は、三年以上五年以下

の期間において独立行政法人が達成すべき

業務運営に関する目標(以下「中期目標」と

いう。)を定め、これを当該独立行政法人に

指示するとともに、公表しなければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

２  中期目標においては、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。 

一  中期目標の期間(前項の期間の範囲内

で主務大臣が定める期間をいう。以下同

じ。) 

二  業務運営の効率化に関する事項 

三  国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 

四  財務内容の改善に関する事項 

五  その他業務運営に関する重要事項 

３  主務大臣は、中期目標を定め、又はこれ

を変更しようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴かなければならない。 

(中期計画) 

第三十条  独立行政法人は、前条第一項の指

示を受けたときは、中期目標に基づき、主

務省令で定めるところにより、当該中期目

標を達成するための計画(以下「中期計画」

という。)を作成し、主務大臣の認可を受け

なければならない。これを変更しようとす

るときも、同様とする。 

２  中期計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一  業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

二  国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

三  予算(人件費の見積りを含む。)、収支

計画及び資金計画 

四  短期借入金の限度額 

五  重要な財産を譲渡し、又は担保に供し

ようとするときは、その計画 

六  剰余金の使途 

七  その他主務省令で定める業務運営に関

する事項 

３  主務大臣は、第一項の認可をしようとす

るときは、あらかじめ、評価委員会の意見

を聴かなければならない。 

４  主務大臣は、第一項の認可をした中期計

画が前条第二項第二号から第五号までに掲

げる事項の適正かつ確実な実施上不適当と

なったと認めるときは、その中期計画を変

更すべきことを命ずることができる。 

５  独立行政法人は、第一項の認可を受けた

ときは、遅滞なく、その中期計画を公表し

なければならない。 

(年度計画) 

第三十一条  独立行政法人は、毎事業年度の

開始前に、前条第一項の認可を受けた中期

計画に基づき、主務省令で定めるところに

より、その事業年度の業務運営に関する計

画(次項において「年度計画」という。)を

定め、これを主務大臣に届け出るとともに、

公表しなければならない。これを変更した

ときも、同様とする。 

２  独立行政法人の最初の事業年度の年度計

画については、前項中「毎事業年度の開始

前に、前条第一項の認可を受けた」とある

のは、「その成立後最初の中期計画について

前条第一項の認可を受けた後遅滞なく、そ

の」とする。 

(各事業年度に係る業務の実績に関する評価) 

第三十二条  独立行政法人は、主務省令で定

めるところにより、各事業年度における業

務の実績について、評価委員会の評価を受

けなければならない。 

２  前項の評価は、当該事業年度における中

期計画の実施状況の調査をし、及び分析を

し、並びにこれらの調査及び分析の結果を

考慮して当該事業年度における業務の実績

の全体について総合的な評定をして、行わ

なければならない。 

３  評価委員会は、第一項の評価を行ったと

きは、遅滞なく、当該独立行政法人及び政

令で定める審議会(以下「審議会」という。)

に対して、その評価の結果を通知しなけれ

ばならない。この場合において、評価委員

会は、必要があると認めるときは、当該独

立行政法人に対し、業務運営の改善その他

の勧告をすることができる。 

４  評価委員会は、前項の規定による通知を

行ったときは、遅滞なく、その通知に係る



事項(同項後段の規定による勧告をした場

合にあっては、その通知に係る事項及びそ

の勧告の内容)を公表しなければならない。 

５  審議会は、第三項の規定により通知され

た評価の結果について、必要があると認め

るときは、当該評価委員会に対し、意見を

述べることができる。 

(中期目標に係る事業報告書) 

第三十三条  独立行政法人は、中期目標の期

間の終了後三月以内に、主務省令で定める

ところにより、当該中期目標に係る事業報

告書を主務大臣に提出するとともに、これ

を公表しなければならない。 

(中期目標に係る業務の実績に関する評価) 

第三十四条  独立行政法人は、主務省令で定

めるところにより、中期目標の期間におけ

る業務の実績について、評価委員会の評価

を受けなければならない。 

２  前項の評価は、当該中期目標の期間にお

ける中期目標の達成状況の調査をし、及び

分析をし、並びにこれらの調査及び分析の

結果を考慮して当該中期目標の期間におけ

る業務の実績の全体について総合的な評定

をして、行わなければならない。 

３  第三十二条第三項から第五項までの規定

は、第一項の評価について準用する。 

(中期目標の期間の終了時の検討) 

第三十五条  主務大臣は、独立行政法人の中

期目標の期間の終了時において、当該独立

行政法人の業務を継続させる必要性、組織

の在り方その他その組織及び業務の全般に

わたる検討を行い、その結果に基づき、所

要の措置を講ずるものとする。 

２  主務大臣は、前項の規定による検討を行

うに当たっては、評価委員会の意見を聴か

なければならない。 

３  審議会は、独立行政法人の中期目標の期

間の終了時において、当該独立行政法人の

主要な事務及び事業の改廃に関し、主務大

臣に勧告することができる。 

 

第四章  財務及び会計 

(事業年度) 

第三十六条  独立行政法人の事業年度は、毎

年四月一日に始まり、翌年三月三十一日に

終わる。 

２  独立行政法人の最初の事業年度は、前項

の規定にかかわらず、その成立の日に始ま

り、翌年の三月三十一日(一月一日から三月

三十一日までの間に成立した独立行政法人

にあっては、その年の三月三十一日)に終わ

るものとする。 

(企業会計原則) 

第三十七条  独立行政法人の会計は、主務省

令で定めるところにより、原則として企業会

計原則によるものとする。 

(財務諸表等) 

第三十八条  独立行政法人は、毎事業年度、

貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は

損失の処理に関する書類その他主務省令で

定める書類及びこれらの附属明細書(以下

「財務諸表」という。)を作成し、当該事業

年度の終了後三月以内に主務大臣に提出し、

その承認を受けなければならない。 

２  独立行政法人は、前項の規定により財務

諸表を主務大臣に提出するときは、これに

当該事業年度の事業報告書及び予算の区分

に従い作成した決算報告書を添え、並びに

財務諸表及び決算報告書に関する監事の意

見(次条の規定により会計監査人の監査を

受けなければならない独立行政法人にあっ

ては、監事及び会計監査人の意見。以下同

じ。)を付けなければならない。 

３  主務大臣は、第一項の規定により財務諸

表を承認しようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴かなければならない。 

４  独立行政法人は、第一項の規定による主

務大臣の承認を受けたときは、遅滞なく、

財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸表

並びに第二項の事業報告書、決算報告書及

び監事の意見を記載した書面を、各事務所

に備えて置き、主務省令で定める期間、一

般の閲覧に供しなければならない。 

(会計監査人の監査) 

第三十九条  独立行政法人(その資本の額そ

の他の経営の規模が政令で定める基準に達

しない独立行政法人を除く。)は、財務諸表、

事業報告書(会計に関する部分に限る。)及

び決算報告書について、監事の監査のほか、

会計監査人の監査を受けなければならない。 

(会計監査人の選任) 

第四十条  会計監査人は、主務大臣が選任す

る。 

(会計監査人の資格) 



第四十一条  会計監査人は、公認会計士(公認

会計士法(昭和二十三年法律第百三号)第十

六条の二第五項に規定する外国公認会計士

を含む。)又は監査法人でなければならない。 

２  公認会計士法の規定により、財務諸表に

ついて監査をすることができない者は、会

計監査人となることができない。 

(会計監査人の任期) 

第四十二条  会計監査人の任期は、その選任

の日以後最初に終了する事業年度の財務諸

表についての主務大臣の第三十八条第一項

の承認の時までとする。 

(会計監査人の解任) 

第四十三条  主務大臣は、会計監査人が次の

各号の一に該当するときは、その会計監査

人を解任することができる。 

一  職務上の義務に違反し、又は職務を怠

ったとき。 

二  会計監査人たるにふさわしくない非行

があったとき。 

三  心身の故障のため、職務の遂行に支障

があり、又はこれに堪えないとき。 

(利益及び損失の処理) 

第四十四条  独立行政法人は、毎事業年度、

損益計算において利益を生じたときは、前

事業年度から繰り越した損失をうめ、なお

残余があるときは、その残余の額は、積立

金として整理しなければならない。ただし、

第三項の規定により同項の使途に充てる場

合は、この限りでない。 

２  独立行政法人は、毎事業年度、損益計算

において損失を生じたときは、前項の規定

による積立金を減額して整理し、なお不足

があるときは、その不足額は、繰越欠損金

として整理しなければならない。 

３  独立行政法人は、第一項に規定する残余

があるときは、主務大臣の承認を受けて、

その残余の額の全部又は一部を第三十条第

一項の認可を受けた中期計画(同項後段の

規定による変更の認可を受けたときは、そ

の変更後のもの。以下単に「中期計画」と

いう。)の同条第二項第六号の剰余金の使途

に充てることができる。 

４  主務大臣は、前項の規定による承認をし

ようとするときは、あらかじめ、評価委員

会の意見を聴かなければならない。 

５  第一項の規定による積立金の処分につい

ては、個別法で定める。 

(借入金等) 

第四十五条  独立行政法人は、中期計画の第

三十条第二項第四号の短期借入金の限度額

の範囲内で、短期借入金をすることができ

る。ただし、やむを得ない事由があるもの

として主務大臣の認可を受けた場合は、当

該限度額を超えて短期借入金をすることが

できる。 

２  前項の規定による短期借入金は、当該事

業年度内に償還しなければならない。ただ

し、資金の不足のため償還することができ

ないときは、その償還することができない

金額に限り、主務大臣の認可を受けて、こ

れを借り換えることができる。 

３  前項ただし書の規定により借り換えた短

期借入金は、一年以内に償還しなければな

らない。 

４  主務大臣は、第一項ただし書又は第二項

ただし書の規定による認可をしようとする

ときは、あらかじめ、評価委員会の意見を

聴かなければならない。 

５  独立行政法人は、個別法に別段の定めが

ある場合を除くほか、長期借入金及び債券

発行をすることができない。 

(財源措置) 

第四十六条  政府は、予算の範囲内において、

独立行政法人に対し、その業務の財源に充

てるために必要な金額の全部又は一部に相

当する金額を交付することができる。 

(余裕金の運用) 

第四十七条  独立行政法人は、次の方法によ

る場合を除くほか、業務上の余裕金を運用

してはならない。 

一  国債、地方債、政府保証債(その元本の

償還及び利息の支払について政府が保証

する債券をいう。)その他主務大臣の指定

する有価証券の取得 

二  銀行その他主務大臣の指定する金融機

関への預金又は郵便貯金 

三  信託業務を営む金融機関(金融機関の

信託業務の兼営等に関する法律(昭和十

八年法律第四十三号)第一条第一項の認

可を受けた金融機関をいう。)への金銭信

託 

(財産の処分等の制限) 

第四十八条  独立行政法人は、主務省令で定



める重要な財産を譲渡し、又は担保に供し

ようとするときは、主務大臣の認可を受け

なければならない。ただし、中期計画にお

いて第三十条第二項第五号の計画を定めた

場合であって、その計画に従って当該重要

な財産を譲渡し、又は担保に供するときは、

この限りでない。 

２  主務大臣は、前項の規定による認可をし

ようとするときは、あらかじめ、評価委員

会の意見を聴かなければならない。 

(会計規程) 

第四十九条  独立行政法人は、業務開始の際、

会計に関する事項について規程を定め、こ

れを主務大臣に届け出なければならない。

これを変更したときも、同様とする。 

(主務省令への委任) 

第五十条  この法律及びこれに基づく政令に

規定するもののほか、独立行政法人の財務

及び会計に関し必要な事項は、主務省令で

定める。 

 

第五章  人事管理 

第一節  特定独立行政法人 

(役員及び職員の身分) 

第五十一条  特定独立行政法人の役員及び職

員は、国家公務員とする。 

(役員の報酬等) 

第五十二条  特定独立行政法人の役員に対す

る報酬及び退職手当(以下「報酬等」とい

う。)は、その役員の業績が考慮されるもの

でなければならない。 

２  特定独立行政法人は、その役員に対する

報酬等の支給の基準を定め、これを主務大

臣に届け出るとともに、公表しなければな

らない。これを変更したときも、同様とす

る。 

３  前項の報酬等の支給の基準は、国家公務

員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該

特定独立行政法人の業務の実績及び中期計

画の第三十条第二項第三号の人件費の見積

りその他の事情を考慮して定められなけれ

ばならない。 

(評価委員会の意見の申出) 

第五十三条  主務大臣は、前条第二項の規定

による届出があったときは、その届出に係

る報酬等の支給の基準を評価委員会に通知

するものとする。 

２  評価委員会は、前項の規定による通知を

受けたときは、その通知に係る報酬等の支

給の基準が社会一般の情勢に適合したもの

であるかどうかについて、主務大臣に対し、

意見を申し出ることができる。 

(役員の服務) 

第五十四条  特定独立行政法人の役員(以下

この条から第五十六条までにおいて単に

「役員」という。)は、職務上知ることので

きた秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も、同様とする。 

２  役員は、在任中、政党その他の政治的団

体の役員となり、又は積極的に政治運動を

してはならない。 

３  役員(非常勤の者を除く。次項において同

じ。)は、在任中、任命権者の承認のある場

合を除くほか、報酬を得て他の職務に従事

し、又は営利事業を営み、その他金銭上の

利益を目的とする業務を行ってはならない。 

４  役員は、離職後二年間は、商業、工業又

は金融業その他営利を目的とする私企業

(以下「営利企業」という。)の地位で、そ

の離職前五年間に在職していた特定独立行

政法人、人事院規則で定める国の機関又は

日本郵政公社と密接な関係にあるものに就

くことを承諾し、又は就いてはならない。

ただし、人事院規則の定めるところにより、

任命権者の申出により人事院の承認を得た

場合は、この限りでない。 

(役員の災害補償) 

第五十五条  役員の公務上の災害又は通勤に

よる災害に対する補償及び公務上の災害又

は通勤による災害を受けた役員に対する福

祉事業については、特定独立行政法人の職

員の例による。 

(役員に係る労働者災害補償保険法の適用除

外) 

第五十六条  労働者災害補償保険法(昭和二

十二年法律第五十号)の規定は、役員には適

用しない。 

(職員の給与) 

第五十七条  特定独立行政法人の職員の給与

は、その職務の内容と責任に応ずるもので

あり、かつ、職員が発揮した能率が考慮さ

れるものでなければならない。 

２  特定独立行政法人は、その職員の給与の

支給の基準を定め、これを主務大臣に届け



出るとともに、公表しなければならない。

これを変更したときも、同様とする。 

３  前項の給与の支給の基準は、一般職の職

員の給与に関する法律(昭和二十五年法律

第九十五号)の適用を受ける国家公務員の

給与、民間企業の従業員の給与、当該特定

独立行政法人の業務の実績及び中期計画の

第三十条第二項第三号の人件費の見積りそ

の他の事情を考慮して定められなければな

らない。 

(職員の勤務時間等) 

第五十八条  特定独立行政法人は、その職員

の勤務時間、休憩、休日及び休暇について

規程を定め、これを主務大臣に届け出ると

ともに、公表しなければならない。これを

変更したときも、同様とする。 

２  前項の規程は、一般職の職員の勤務時間、

休暇等に関する法律(平成六年法律第三十

三号)の適用を受ける国家公務員の勤務条

件その他の事情を考慮したものでなければ

ならない。 

(職員に係る他の法律の適用除外等) 

第五十九条  次に掲げる法律の規定は、特定

独立行政法人の職員(以下この条において

単に「職員」という。)には適用しない。 

一  労働者災害補償保険法の規定 

二  国家公務員法(昭和二十二年法律第百

二十号)第十八条、第二十八条(第一項前

段を除く。)、第二十九条から第三十二条

まで、第六十二条から第七十条まで、第

七十二条第二項及び第三項、第七十五条

第二項並びに第百六条の規定 

三  国家公務員の寒冷地手当に関する法律

(昭和二十四年法律第二百号)の規定 

四  一般職の職員の給与に関する法律の規  

 定 

五  国家公務員の職階制に関する法律(昭

和二十五年法律第百八十号)の規定 

六  国家公務員の育児休業等に関する法律

(平成三年法律第百九号)第五条第二項、

第七条の二、第八条及び第十一条の規定 

七  一般職の職員の勤務時間、休暇等に関

する法律の規定 

八  一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する法律(平成十二年法律第百

二十五号)第七条から第九条までの規定 

２  職員に関する国家公務員法の適用につい

ては、同法第二条第六項中「政府」とある

のは「独立行政法人通則法第二条第二項に

規定する特定独立行政法人(以下「特定独立

行政法人」という。)」と、同条第七項中「政

府又はその機関」とあるのは「特定独立行

政法人」と、同法第六十条第一項中「場合

には、人事院の承認を得て」とあるのは「場

合には」と、「により人事院の承認を得て」

とあるのは「により」と、同法第七十二条

第一項中「その所轄庁の長」とあるのは「当

該職員の勤務する特定独立行政法人の長」

と、同法第七十八条第四号中「官制」とあ

るのは「組織」と、同法第八十条第四項中

「給与準則」とあるのは「独立行政法人通

則法第五十七条第二項に規定する給与の支

給の基準」と、同法第八十一条の二第二項

各号中「人事院規則で」とあるのは「特定

独立行政法人の長が」と、同法第八十一条

の三第二項中「ときは、人事院の承認を得

て」とあるのは「ときは」と、同法第百条

第二項中「、所轄庁の長」とあるのは「、

当該職員の勤務する特定独立行政法人の

長」と、「の所轄庁の長」とあるのは「の属

する特定独立行政法人の長」と、同法第百

一条第一項中「政府」とあるのは「当該職

員の勤務する特定独立行政法人」と、同条

第二項中「官庁」とあるのは「特定独立行

政法人」と、同法第百三条第三項中「所轄

庁の長」とあるのは「当該職員の勤務し、

又は勤務していた特定独立行政法人の長」

と、同法第百四条中「内閣総理大臣及びそ

の職員の所轄庁の長」とあるのは「当該職

員の勤務する特定独立行政法人の長」とす

る。 

３  職員に関する国際機関等に派遣される一

般職の国家公務員の処遇等に関する法律

(昭和四十五年法律第百十七号)第五条及び

第六条第三項の規定の適用については、同

法第五条第一項中「俸給、扶養手当、地域

手当、研究員調整手当、住居手当、期末手

当及び期末特別手当のそれぞれ百分の百以

内」とあるのは「給与」と、同条第二項中

「人事院規則(派遣職員が検察官の俸給等

に関する法律(昭和二十三年法律第七十六

号)の適用を受ける職員である場合にあつ

ては、同法第三条第一項に規定する準則)」

とあるのは「独立行政法人通則法第五十七



条第二項に規定する給与の支給の基準」と、

同法第六条第三項中「国は」とあるのは「独

立行政法人通則法第二条第二項に規定する

特定独立行政法人は」とする。 

４  職員に関する労働基準法(昭和二十二年

法律第四十九号)第十二条第三項第四号及

び第三十九条第七項の規定の適用について

は、同法第十二条第三項第四号中「育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労

働者の福祉に関する法律(平成三年法律第

七十六号)第二条第一号」とあるのは「国家

公務員の育児休業等に関する法律(平成三

年法律第百九号)第三条第一項」と、「同条

第二号」とあるのは「育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律(平成三年法律第七十六号)第二

条第二号」と、同法第三十九条第七項中「育

児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律第二条第一

号」とあるのは「国家公務員の育児休業等

に関する法律第三条第一項」と、「同条第二

号」とあるのは「育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律第二条第二号」とする。 

５  職員に関する船員法(昭和二十二年法律

第百号)第七十四条第四項の規定の適用に

ついては、同項中「育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律(平成三年法律第七十六号)第二条

第一号」とあるのは「国家公務員の育児休

業等に関する法律(平成三年法律第百九号)

第三条第一項」と、「同条第二号」とあるの

は「育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律(平成

三年法律第七十六号)第二条第二号」とする。 

(国会への報告等) 

第六十条  特定独立行政法人は、政令で定め

るところにより、毎事業年度、常時勤務に

服することを要するその職員(国家公務員

法第七十九条又は第八十二条の規定による

休職又は停職の処分を受けた者、法令の規

定により職務に専念する義務を免除された

者その他の常時勤務に服することを要しな

い職員で政令で定めるものを含む。次項に

おいて「常勤職員」という。)の数を主務大

臣に報告しなければならない。 

２  政府は、毎年、国会に対し、特定独立行

政法人の常勤職員の数を報告しなければな

らない。 

 

第二節  特定独立行政法人以外の独立行政法

人 

(役員の兼職禁止) 

第六十一条  特定独立行政法人以外の独立行

政法人の役員(非常勤の者を除く。)は、在

任中、任命権者の承認のある場合を除くほ

か、営利を目的とする団体の役員となり、

又は自ら営利事業に従事してはならない。 

(準用) 

第六十二条  第五十二条及び第五十三条の規

定は、特定独立行政法人以外の独立行政法

人の役員の報酬等について準用する。この

場合において、第五十二条第三項中「実績

及び中期計画の第三十条第二項第三号の人

件費の見積り」とあるのは、「実績」と読み

替えるものとする。 

(職員の給与等) 

第六十三条  特定独立行政法人以外の独立行

政法人の職員の給与は、その職員の勤務成

績が考慮されるものでなければならない。 

２  特定独立行政法人以外の独立行政法人は、

その職員の給与及び退職手当の支給の基準

を定め、これを主務大臣に届け出るととも

に、公表しなければならない。これを変更

したときも、同様とする。 

３  前項の給与及び退職手当の支給の基準は、

当該独立行政法人の業務の実績を考慮し、

かつ、社会一般の情勢に適合したものとな

るように定められなければならない。 

第六章  雑則 

(報告及び検査) 

第六十四条  主務大臣は、この法律を施行す

るため必要があると認めるときは、独立行

政法人に対し、その業務並びに資産及び債

務の状況に関し報告をさせ、又はその職員

に、独立行政法人の事務所に立ち入り、業

務の状況若しくは帳簿、書類その他の必要

な物件を検査させることができる。 

２  前項の規定により職員が立入検査をする

場合には、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人にこれを提示しなければならない。 

３  第一項の規定による立入検査の権限は、

犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 



(違法行為等の是正) 

第六十五条  主務大臣は、独立行政法人又は

その役員若しくは職員の行為がこの法律、

個別法若しくは他の法令に違反し、又は違

反するおそれがあると認めるときは、当該

独立行政法人に対し、当該行為の是正のた

め必要な措置を講ずることを求めることが

できる。 

２  独立行政法人は、前項の規定による主務

大臣の求めがあったときは、速やかに当該

行為の是正その他の必要と認める措置を講

ずるとともに、当該措置の内容を主務大臣

に報告しなければならない。 

(解散) 

第六十六条  独立行政法人の解散については、

別に法律で定める。 

(財務大臣との協議) 

第六十七条  主務大臣は、次の場合には、財

務大臣に協議しなければならない。 

一  第二十九条第一項の規定により中期目

標を定め、又は変更しようとするとき。 

二  第三十条第一項、第四十五条第一項た

だし書若しくは第二項ただし書又は第四

十八条第一項の規定による認可をしよう

とするとき。 

三  第四十四条第三項の規定による承認を

しようとするとき。 

四  第四十七条第一号又は第二号の規定に

よる指定をしようとするとき。 

(主務大臣等) 

第六十八条  この法律における主務大臣、主

務省及び主務省令は、個別法で定める。 

第七章  罰則 

第六十九条  次の各号の一に該当する者は、

一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に

処する。 

一  第五十四条第一項の規定に違反して秘

密を漏らした者 

二  第五十四条第四項の規定に違反して営

利企業の地位に就いた者 

第七十条  第六十四条第一項の規定による報

告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避した場合には、その違反行為をし

た独立行政法人の役員又は職員は、二十万

円以下の罰金に処する。 

第七十一条  次の各号の一に該当する場合に

は、その違反行為をした独立行政法人の役

員は、二十万円以下の過料に処する。 

一  この法律の規定により主務大臣の認可

又は承認を受けなければならない場合に

おいて、その認可又は承認を受けなかっ

たとき。 

二  この法律の規定により主務大臣に届出

をしなければならない場合において、そ

の届出をせず、又は虚偽の届出をしたと

き。 

三  この法律の規定により公表をしなけれ

ばならない場合において、その公表をせ

ず、又は虚偽の公表をしたとき。 

四  第九条第一項の規定による政令に違反

して登記することを怠ったとき。 

五  第三十条第四項の規定による主務大臣

の命令に違反したとき。 

六  第三十三条の規定による事業報告書の

提出をせず、又は事業報告書に記載すべ

き事 項を記載せず、若しくは虚偽の記

載をして事業報告書を提出したとき。 

七  第三十八条第四項の規定に違反して財

務諸表、事業報告書、決算報告書若しく

は監事の意見を記載した書面を備え置か

ず、又は閲覧に供しなかったとき。 

八  第四十七条の規定に違反して業務上の

余裕金を運用したとき。 

九  第六十条第一項又は第六十五条第二項

の規定による報告をせず、又は虚偽の報

告をしたとき。 

第七十二条  第十条の規定に違反した者は、

十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

(施行期日) 

第一条  この法律は、内閣法の一部を改正す

る法律(平成十一年法律第八十八号)の施行

の日から施行する。 

(施行の日＝平成一三年一月六日) 

(名称の使用制限に関する経過措置) 

第二条  この法律の施行の際現にその名称中

に独立行政法人という文字を用いている者に

ついては、第十条の規定は、この法律の施行

後六月間は、適用しない。 

(政令への委任) 

第三条  前条に定めるもののほか、この法律

の施行に関し必要な経過措置は、政令で定め



る。 

(国の無利子貸付け等) 

第四条  国は、当分の間、独立行政法人に対

し、その施設の整備で日本電信電話株式会

社の株式の売払収入の活用による社会資本

の整備の促進に関する特別措置法(昭和六

十二年法律第八十六号)第二条第一項第二

号に該当するものに要する費用に充てる資

金の全部又は一部を、予算の範囲内におい

て、無利子で貸し付けることができる。こ

の場合において、第四十五条第五項の規定

は、適用しない。 

２  前項の国の貸付金の償還期間は、五年(二

年以内の据置期間を含む。)以内で政令で定

める期間とする。 

３  前項に定めるもののほか、第一項の規定

による貸付金の償還方法、償還期限の繰上

げその他償還に関し必要な事項は、政令で

定める。 

４  国は、第一項の規定により独立行政法人

に対し貸付けを行った場合には、当該貸付

けの対象である施設の整備について、当該

貸付金に相当する金額の補助を行うものと

し、当該補助については、当該貸付金の償

還時において、当該貸付金の償還金に相当

する金額を交付することにより行うものと

する。 

５  独立行政法人が、第一項の規定による貸

付けを受けた無利子貸付金について、第二

項及び第三項の規定に基づき定められる償

還期限を繰り上げて償還を行った場合(政

令で定める場合を除く。)における前項の規

定の適用については、当該償還は、当該償

還期限の到来時に行われたものとみなす。 

 

附 則 (平成一一年法律第一四一号) 抄 

(施行期日等) 

１  この法律は、公布の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一  第一条中一般職の職員の給与に関する

法律(以下「給与法」という。)第六条第

一項並びに第十九条の二第一項及び第二

項の改正規定並びに給与法別表第九を別

表第十とし、別表第八の次に一表を加え

る改正規定、第三条の規定、第五条中国

家公務員法等の一部を改正する法律第三

条の改正規定(給与法別表第一から別表

第八までに係る部分に限る。)並びに附則

第七項から第十一項まで及び第十五項か

ら第二十項までの規定 平成十二年一月

一日 

 

附 則 (平成一二年法律第一二五号) 抄 

(施行期日) 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 (平成一四年法律第一号) 抄 

(施行期日) 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 (平成一四年法律第九八号) 抄 

(施行期日) 

第一条  この法律は、公社法の施行の日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

(施行の日＝平成一五年四月一日) 

一  第一章第一節(別表第一から別表第四

までを含む。)並びに附則第二十八条第二

項、第三十三条第二項及び第三項並びに

第三十九条の規定 公布の日 

(罰則に関する経過措置) 

第三十八条  施行日前にした行為並びにこの

法律の規定によりなお従前の例によること

とされる場合及びこの附則の規定によりな

おその効力を有することとされる場合にお

ける施行日以後にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

(その他の経過措置の政令への委任) 

第三十九条  この法律に規定するもののほか、

公社法及びこの法律の施行に関し必要な経

過措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、

政令で定める。 

 

附 則 (平成一六年法律第一五四号) 抄 

(施行期日) 

第一条  この法律は、公布の日から起算して

六月を超えない範囲内において政令で定め

る日(以下「施行日」という。)から施行す

る。 

(平成一六年政令第四二六号で平成一六年

一二月三〇日から施行) 

(処分等の効力) 

第百二十一条  この法律の施行前のそれぞれ



の法律(これに基づく命令を含む。以下この

条において同じ。)の規定によってした処分、

手続その他の行為であって、改正後のそれぞ

れの法律の規定に相当の規定があるものは、

この附則に別段の定めがあるものを除き、改

正後のそれぞれの法律の相当の規定によっ

てしたものとみなす。 

(罰則に関する経過措置) 

第百二十二条  この法律の施行前にした行為

並びにこの附則の規定によりなお従前の例

によることとされる場合及びこの附則の規

定によりなおその効力を有することとされ

る場合におけるこの法律の施行後にした行

為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

(その他の経過措置の政令への委任) 

第百二十三条  この附則に規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

 

―――――――――― 

○会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律(平成一七年法律八七号)抄 

(罰則に関する経過措置) 

第五百二十七条  施行日前にした行為及びこ

の法律の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合における施行日以後にした

行為に対する罰則の適用については、なお従

前の例による。 

(政令への委任) 

第五百二十八条  この法律に定めるもののほ

か、この法律の規定による法律の廃止又は改

正に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 (平成一七年法律第八七号) 抄 

この法律は、会社法の施行の日から施行する。 

(施行の日＝平成一八年五月一日) 

 

―――――――――― 

附 則 (平成一七年一一月七日法律第一一

三号) 抄 

(施行期日) 

第一条  この法律は、公布の日の属する月の

翌月の初日(公布の日が月の初日であるとき

は、その日)から施行する。ただし、第二条、

第三条、第五条及び第七条並びに附則第六条

から第十五条まで及び第十七条から第三十

二条までの規定は、平成十八年四月一日から

施行する。 

 

―――――――――― 

〔次の法律は、未施行〕 

○郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律(平成十七年法律第百二号) 

 (抄) 

 (独立行政法人通則法の一部改正) 

第百十一条  独立行政法人通則法(平成十一

年法律第百三号)の一部を次のように改正

する。 

第四十七条第二号中「又は郵便貯金」を削

る。 

第五十四条第四項中「、人事院規則で定め

る国の機関又は日本郵政公社」を「又は人事

院規則で定める国の機関」に改める。 

 

附 則 (平成一七年法律第一〇二号) 抄 

(施行期日) 

第一条  この法律は、郵政民営化法の施行の

日から施行する。 

(施行の日＝平成一九年一〇月一日) 

(無尽業法等の一部改正に伴う経過措置) 

第五十八条  旧郵便貯金は、第七条、第八条、

第二十条、第二十二条、第二十四条、第二

十八条、第三十九条、第四十三条、第八十

八条、第百八条及び第百十一条の規定によ

る改正後の次に掲げる法律の規定の適用に

ついては、銀行への預金とみなす。 

一から十六まで  略 

十七  独立行政法人通則法第四十七条第二 

  号 

(独立行政法人通則法の一部改正に伴う経過

措置) 

第百六条  施行日の前日から起算して七年を

経過する日までの間における第百十一条の

規定による改正後の独立行政法人通則法第

五十四条第四項の規定の適用については、

同項中「又は人事院規則で定める国の機関」

とあるのは、「、人事院規則で定める国の機

関又は郵政民営化法(平成十七年法律第九

十七号)第百六十六条第一項の規定による

解散前の日本郵政公社」とする。 

(罰則に関する経過措置) 

第百十七条  この法律の施行前にした行為、

この附則の規定によりなお従前の例による



こととされる場合におけるこの法律の施行

後にした行為、この法律の施行後附則第九

条第一項の規定によりなおその効力を有す

るものとされる旧郵便為替法第三十八条の

八(第二号及び第三号に係る部分に限る。)

の規定の失効前にした行為、この法律の施

行後附則第十三条第一項の規定によりなお

その効力を有するものとされる旧郵便振替

法第七十条(第二号及び第三号に係る部分

に限る。)の規定の失効前にした行為、この

法律の施行後附則第二十七条第一項の規定

によりなおその効力を有するものとされる

旧郵便振替預り金寄附委託法第八条(第二

号に係る部分に限る。)の規定の失効前にし

た行為、この法律の施行後附則第三十九条

第二項の規定によりなおその効力を有する

ものとされる旧公社法第七十条(第二号に

係る部分に限る。)の規定の失効前にした行

為、この法律の施行後附則第四十二条第一

項の規定によりなおその効力を有するもの

とされる旧公社法第七十一条及び第七十二

条(第十五号に係る部分に限る。)の規定の

失効前にした行為並びに附則第二条第二項

の規定の適用がある場合における郵政民営

化法第百四条に規定する郵便貯金銀行に係

る特定日前にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

 


